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沖縄県における主要業種の変遷: 企業売上高からのアプローチ
The Transition of Major Industries in Okinawa Prefecture: 




　沖縄県における主要業種の変遷を、1978 年から 2018 年までの県内主要企業の売上高推移を







　　　　　　　　　3．高度消費社会と主要業種の変遷 : 1978 年 -1998 年























たうえで、まず 1978 年から 2018 年に至
るおおまかな主要業種の変遷を描く。次
に、沖縄の地域産業の変容の段階に応じて、
1980 年代以降の高度消費社会と 2000 年代
以降のサービス経済化の段階のそれぞれに































に、拙稿 ( 岩橋 2020) は、沖縄県内売上








(1991) は、Moody’s Manuals の各年版デー




にしようとした 1。彼は、1919 年、1929 年、











もとに、拙稿 ( 岩橋 2020) と同じ方法を用












1978 年から 2018 年までの沖縄県内企業売
上高上位 50 社における業種別企業数の変
遷について、拙稿では、①「製造業」 (E)
における企業数の大幅な減少 (1978 年の 16
社から 2018 年には 2 社へ )、②「卸売業・
小売業」 (I) が 40 年間つねに売上高上位 50
社のうちの半分程度を占めていたこと、③
1　 Fligstein(1991) においても、トップ 100 企業
からは金融業を除外している (p. 324)。
2   業種の表記については、東京商工リサーチ『東
商企業要覧』（沖縄県版）の各年度版の間でゆ




表 1　売上高上位 50 社における企業数の変遷（産業大分類）
コード 業種 1978 年 1988 年 1998 年 2008 年 2018 年
D 建設業 4 5 5 3 5
E 製造業 16 9 6 6 2
F 電気・ガス・熱供給・水道業 1 1 1 1 1
G 情報通信業 0 2 3 3 1
H 運輸業・郵便業 5 5 3 2 3
I 卸売業・小売業 23 23 23 27 28
K 不動産業・物品賃貸業 1 2 2 2 1
M 宿泊業・飲食サービス業 0 0 0 1 1
N 生活関連サービス業・娯楽業 0 2 4 2 4
P 医療・福祉 0 0 1 3 4
Q 複合サービス事業 0 1 2 0 0
合計 50 50 50 50 50
　注 1）コードは、日本標準産業分類（大分類）にもとづく。
　出所 : 岩橋 (2020) p. 303、東京商工リサーチ『東商企業要覧』（沖縄県版）各年版。
「生活関連サービス業・娯楽業」 (N) と「医
療・福祉」 (P) の業種で近年上位 50 社にラ
ンクインする企業が増えつつある傾向を指









































































次の表 2 は、売上高上位 50 社における、
業種別売上高の構成比の高い業種の変遷












は 2 位 ( 構成比 12.5%) だったが、1998 年




年に 5 位 ( 構成比 8.2%) であったものの、
その後上位 5 業種の圏外となった。
「製造業（製糖）」(E1) も同様である。















1 位である。売上高上位 50 社における構成
比は、1988 年には 13.8% であったが、2018




橋 2020) の pp. 308-323 を参照されたい。
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表 2　売上高上位 50 社における業種別売上高の構成比の高い業種の変遷（上位 5業種）

















































































下傾向 (1978 年の構成比 10.7% から 2008
年に 6.8% へ低下 ) にあるものの、1978 年
から 2008 年にかけて常に上位 5 業種の圏
内にあり、比較的安定してきたといえる。
④病院と遊技場の台頭
2018 年に、「医療業（病院）」(P) が 3 位
(構成比10.0%)に成長し、「娯楽業（遊技場）」








拙稿 ( 岩橋 2020) に沿って、おおまかに
1980 年代から 90 年代にかけてを高度消費
社会への移行期間とみなし、2000 年代以降
をサービス経済化の期間としてとらえてみ




　 1978 年 -1998 年














図 1-1　1988 年の売上高と過去 10 年間の成長度 (1)
図 1-2　1988 年の売上高と過去 10 年間の成長度 (2)
注 1）いずれの図も、横軸は 1988 年の売上高（単位は百万円）を、縦軸は 1978 年の売上高を 1 とした場合
の過去 10 年間の売上高の伸びを示す。






以下では、10 年間隔（1988 年、1998 年、2008 年、2018 年）で、県内主要企業の売上
と成長率の推移をみる。どの企業が成長もしくは衰退しているかに注目することで、沖縄




3-1. 1988 年の売上高と成長度 
 
図 1-1 1988 年の売上高と過去 10 年間の成長度 (1) 
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注 1）いずれの図も、横軸は 1988 年の売上高（単位は百万円）を、縦軸は 1978 年の売上高を 1 とした場
合の過去 10 年間の売上の伸びを示す。 




図 1-1 と図 1-2 は、売上高上位 50 社にランクインしていた各社の、1988 年の売上高と、
過去 10 年間の成長度をあらわしたものである。横軸は 1988 年の売上高（単位は百万円）
を反映しており、グラフの右方へいくほど売上高の大きい企業であることを示している。
縦軸は過去 10 年間の売上の伸び、すなわち、成長度を示す。これは、1978 年の売上を 1
とした場合、その 10 年後の 1988 年に売上が何倍に増えているかをあらわしている。グラ
フの上方へいくほど成長率の高い企業であることがうかがえる。 
 図 1-1 と図 1-2 に描かれた企業は、1978 年か 1988 年のいずれかもしくは双方において
ランキング上位 50 社に入っていた企業のうちデータを確認できた企業であり、その数は 52
社である。売上高の平均値は 12,114（百万円）であり、中央値は約 8,039（百万円）であ
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とを示している。縦軸は過去 10 年間の売
上高の伸び、すなわち、成長度を示す。こ
れは、1978 年の売上を 1 とした場合、その
－12－ －13－
































高 10,550 百万円・成長度 3.12）と大米建










当たり県民所得は、1978 年の 1,060 千円か


























5   ほかにも、大城組（売上高 8,779 百万円・成長
度 1.45）、南洋土建（売上高 7,952 百万円・成
長度 1.62）が成長している。












編集局政経部 1998, p. 148)。サンエーは、




































（1988 年の売上高を 1 としている）。


























上高 72,212 百万円・成長度 2.43）が業界
1 位であり続けてきた。当社は食品館、近
隣型 GMS（総合スーパー）、大型 GMS の
3 タイプを商圏に合わせて使い分けていく
ことで店舗戦略を展開してきた ( 琉球新報




上高 23,013 百万円・成長度 3.02）の成長が
－14－ －15－
図 2-1　1998 年の売上高と過去 10 年間の成長度 (1)
図 2-2　1998 年の売上高と過去 10 年間の成長度 (2)
注 1）いずれの図も、横軸は 1998 年の売上高（単位は百万円）を、縦軸は 1988 年の売上高を 1 とした場
合の過去 10 年間の売上高の伸びを示す。
出所 : 東京商工リサーチ『東商企業要覧』（沖縄県版）各年版。




9,740 百万円、成長度 1.35）と有村産業（売上高 8,910 百万円、成長度 1.13）にみるよう
に鈍化している。海の時代から空の時代へシフトしつつあるようであった。そして製造業
（製糖）では北部製糖（売上高 11,462 百万円、成長度 1.00）にみられるように、成長の限
界がうかがわれた。 
 
3-2. 1998 年の売上高と成長度 
 
図 2-1 1998 年の売上高と過去 10 年間の成長度 (1) 
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注 1）いずれの図も、横軸は 1998 年の売上高（単位は百万円）を、縦軸は 1988 年の売上高を 1 とした場
合の過去 10 年間の売上の伸びを示す。 
: 』（沖縄県版）各年版。 
 
図 2-1 と図 2-2 は、売上高上位 50 社にランクインしていた各社の、1998 年の売上高と、
過去 10 年間の成長度をあらわしたものである。横軸は 1998 年の売上高を反映し、縦軸は
過去 10 年間の売上の伸びを示す（1988 年の売上を 1 としている）。 
 図 2-1 と図 2-2 に描かれた企業は、1988 年か 1998 年のいずれかもしくは双方において
ランキング上位 50 社に入っていた企業のうちデータを確認できた企業であり、その数は 53
社である。売上高の平均値は 20,689（百万円）であり、中央値は約 12,590（百万円）であ
る。成長度の平均値は 1.47 であり、中央値は 1.31 である。 
 バブル経済崩壊の影響もあり、全体的にみれば成長が鈍化しいているようにみえる。 
 建設業（総合工事業）では、1980 年代ほどの成長が見られなくなった。大手各社は、國
場組（売上高 44,679 百万円・成長度 0.92）、大米建設（売上高 15,705 百万円・成長度 1.54）、
金秀建設（売上高 14,178 百万円・成長度 1.34）にみるように、成長が鈍化している。この
業種では、これまでのような大型プロジェクトや財政支出による公共事業の増大が望めな
くなり、量ではなく質の向上が課題とされた (比嘉 1993, p. 391)。他方、國場組によるシ
ネマコンプレックスの開業 (1997 年)や、各社による観光リゾート開発など、この業種から
の事業多角化が進行した。 
 小売業（スーパー）では、サンエー（売上高 72,212 百万円・成長度 2.43）が業界 1 位で











































































7,182 百万円・成長度 0.82）が 1999 年に閉
店し、那覇空港ターミナル（売上高 4,647
百万円・成長度 0.64）が 2005 年に解散し
た 8。小売業（家具）ではヨナシロ（売上





　 1998 年 -2018 年











の伸びを示す（1998 年の売上を 1 として
いる）。





















上高 127,623 百万円・成長度 1.77）、金秀商








商会（売上高 23,129 百万円・成長度 2.45）
とリウボウストア（売上高 14,828 百万円・
7   琉球新報 2001 年 7 月 3 日付朝刊を参照。
8   琉球新報 2005 年 7 月 1 日付朝刊を参照。
9   琉球新報 2001 年 7 月 3 日付朝刊を参照。
10  琉球新報 2006 年 3 月 21 日付朝刊を参照。
11  琉球新報 2007 年 3 月 7 日付朝刊を参照。
12  琉球新報 2009 年 5 月 8 日付朝刊を参照。










図 3-1　2008 年の売上高と過去 10 年間の成長度 (1)
図 3-2　2008 年の売上高と過去 10 年間の成長度 (2)
注 1）いずれの図も、横軸は 2008 年の売上高（単位は百万円）を、縦軸は 1998 年の売上高を 1 とした場合
の過去 10 年間の売上高の伸びを示す。
注 2）琉球ジャスコの 1998 年データはプリマート（1999 年に沖縄ジャスコと合併）のデータを使用し、ピー




図 3-2 2008 年の売上高と過去 10 年間の成長度 (2) 
 
1 08 年の売上高（単位は百万円）を、縦軸は 1998 年の売上高を 1 とした場
合の過去 10 年間の売上の伸びを示す。 
注 2）琉球ジャスコの 1998 年データはプリマート（1999 年に沖縄ジャスコと合併）のデータを使用し、
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図 3-2 2008 年の売上高と過去 10 年間の成長度 (2) 
 
注 1）いずれの図も、横軸は 2008 年の売上高（単位は百万円）を、縦軸は 1998 年の売上高を 1 とした場
合の過去 10 年間の売上の伸びを示す。 
1 98 年データはプリマート（1 99 年に沖縄ジャスコと合併）のデータを使用し、
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を示す（2008 年の売上を 1 としている）。










































図 4-1　2018 年の売上高と過去 10 年間の成長度 (1)
図 4-2　2018 年の売上高と過去 10 年間の成長度 (2)
注 1）いずれの図も、横軸は 2018 年の売上高（単位は百万円）を、縦軸は 2008 年の売上高を 1 とした場合
の過去 10 年間の売上高の伸びを示す。
注 2）J ・Park の 2008 年データはエイペルのデータを使用した。
出所 : 東京商工リサーチ『東商企業要覧』（沖縄県版）各年版。




成長度 2.26）が台頭してきた。医療業（病院）では沖縄徳洲会（売上高 30,280 百万円・成






4-2. 2018 年の売上高と成長度 
 
図 4-1 2018 年の売上高と過去 10 年間の成長度 (1) 
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注 1）いずれの図も、横軸は 2018 年の売上高（単位は百万円）を、縦軸は 2008 年の売上高を 1 とした場
合の過去 10 年間の売上の伸びを示す。 
2  Park 2 08 年データはエイペルのデータを使用した。 
出所: 東京商工リサーチ『東商企業要覧』（沖縄県版）各年版。 
 
図 4-1 と図 4-2 は、売上高上位 50 社にランクインしていた各社の、2018 年の売上高と、
過去 10 年間の成長度をあらわしたものである。横軸は 2018 年の売上高を反映し、縦軸は
過去 10 年間の売上の伸びを示す（2008 年の売上を 1 としている）。 
 図 4-1 と図 4-2 に描かれた企業は、2008 年か 2018 年のいずれかもしくは双方において
ランキング上位 50 社に入っていた企業のうちデータを確認できた企業であり、その数は 56
社である。売上高の平均値は 31,066（百万円）であり、中央値は約 17,752（百万円）であ
る。成長度の平均値は 1.32 であり、中央値は 1.22 である。 
 建設業（総合工事業）では、県内の 2018 年度完成工事高が過去最高を記録しており、ホ
テルや商業施設など大型の民間工事が建設業全体をけん引した16。2010 年代には那覇空港
第 2 滑走路の建設や沖縄都市モノレールの延伸などの大型プロジェクトがすすんだ。首位
企業の國場組（売上高 35,867 百万円・成長度 1.63）、そして屋部土建（売上高 18,123 百万
円・成長度 2.84）が成長している。 
 小売業（スーパー）では、かつてほどの急成長はみられなくなり、全体としては成長の
鈍化がすすんでいるようにみえる。サンエー（売上高 178,834 百万円・成長度 1.40）、イオ
ン琉球（売上高 83,587 百万円・成長度 1.47）金秀商事（売上高 65,590 百万円・成長度 0.97）
の三強のほか、野嵩商会、リウボウストアが安定成長化している。他方で企業間の格差も
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17  琉球新報 2020 年 6 月 28 日付朝刊を参照。
－20－ －21－
小売業（自動車販売）でも、沖縄トヨタ

































































予想されている（琉球新報 2018 年 2 月 9 日付
朝刊を参照）。
19  琉球新報 2014 年 5 月 10 日付朝刊および同 2019
年 6 月 8 日付朝刊を参照。
20  琉球新報 2019 年 6 月 8 日付朝刊を参照。















































































琉球新報編集局政経部 編 (1998) 『沖縄の企
業と人脈』琉球新報社。
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